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１．応募申請～助成金交付までの流れ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応募申請

団体 

農村環境整備

センター 

農林水産省 

(地方農政局等) 

 

応募申請書の作成 

活動の実施 

交付決定日（平成 21 年 7 月 

上旬～7 月中旬を予定）から 

平成 22 年 2 月 28 日まで 

     

 

履行および経費支出の 

最終確認 

（助成金額の決定） 

「補助金交付申請書」の作成 

 

助成金の交付 

報告 

通知 

助成金受取 

通知 

提出 

農村環境整備センターを経由し、地方農政局宛に提出 

報告 

通知・振込 

 

事前審査 

 

審査委員会 

採択可否、助成金 

（上限金額）の決定 

 

活動結果報告書の作成 
 

履行確認 

提出 

提出 

平成２１年 
５月２９日締切 
（必着） 

平成２１年６月 

下旬を予定 

交付決定 

実績報告書の作成 
提出 

連絡 

平成 2１年 

７月上旬を予定 

助成金額の決定後随時 

最終締切平成 22 年 4 月上旬 

申請した活動がすべて完了した後随時 
最終締切：平成 22 年 3 月 3 日 

[遂行状況報告書の提出(2回)] 

＜１回目＞ 

平成 21年 9月 30日までの活動状

況を報告 

締切：平成 21年 10月 31日 

＜2回目＞ 

平成 21年 12 月 31日までの活動

状況を報告 

締切：平成 22年 1月 31日 
提出 

申請事業の完了 

交付決定日（７月上旬～中旬

を予定）以降から翌年の２月

28 日までの活動が助成対象と

なります。 
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２．助成の対象となる活動 
 

（１）活動  公募要領第２の１ 

本事業の対象となる活動は、（ア）、（イ）のとおりです。 

（ア）農村特有の良好な景観形成の促進に資する活動 

（イ）農村の豊かな自然環境の保全・再生の推進に資する活動 

以下に、それぞれの活動の具体的な事例を示します。 

 

以下の具体的な事例に掲載されていない活動であっても、（ア）、（イ）に該当すると認

められるものは、助成の対象となります。 

 

【「（ア）農村特有の良好な景観形成の促進に資する活動」の具体的な事例】 

 

 

 

 

区分 活動内容 

農村地域の景観調査、景観配慮計画の策定 農村地域の景観保全 

里山(竹林)の保全 

遊休農地、荒廃農地の管理（除草作業、畦の維持、水張り等） 

棚田の管理（棚田法面の保護、補修等） 

水路、農道等の美化活動（不法投棄ゴミの撤去（処理費用は除く）等） 

農地、農業用水路等の保全 

石積水路の補修 

水田と隣接している堤防法面や道路路肩の掃除、除草 

周辺景観と調和した遊歩道の整備、補修 

地域素材の活用（間伐材の防護柵、石積護岸等） 

看板の設置（調和）、撤去（不調和） 

廃屋の撤去や共同利用のための再生活動 

不法投棄されたゴミの撤去のための活動（処理費用は除く） 

水路敷、沿道への花植え 

生け垣の統一、屋敷林の保全 

農村生活環境基盤の保全 

景観上重要な文化資源の保全（茅葺き、土蔵、石碑等） 

景観作物の植栽 

畦畔木の保全 

営農景観の保全 

使用されなくなった農機具、園芸施設、農業水利施設の撤去 

《活動の実施にあたっては、地域の生態系への配慮が必要です》 

在来種や在来の地域個体群に影響を及ぼすおそれのある外来種等の導入は

避けてください。 
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【「（イ）農村の豊かな自然環境の保全・再生の推進に資する活動」の具体的な事例】 

また、上に示したような具体的な活動と合わせて実施する「啓発・普及活動」について

も助成対象となります（啓発・普及活動のみで応募申請されても助成対象とはなりません）。 

 

【「啓発・普及活動」の具体的な事例】 

上記に該当する活動であっても、次に該当する場合は、助成の対象となりません。 

①活動の全部又は大部分を他の団体等に請け負わせて実施する活動 

②国や地方自治体、他の機関・団体等からの委託、補助、助成等を受けることとなる

活動（ただし、他の助成金等と本事業による助成金の充当範囲が明確に分離できる

場合は助成対象となります） 

③収益を得ることを目的とした活動 

④宗教的又は政治的宣伝意図を有する活動 

⑤活動実施地域の活性化とのつながりが弱く、団体の研究を主目的とした活動 

 

 

区分 活動内容 

動植物の調査、保全・再生活動 

水田魚道の設置、遡上調査、維持管理 

多自然型水路の保全、設置、維持管理 

湿地の造成、管理 

生態系に配慮した構造物の試験施工 

既設構造物の落差解消の取組み 

外来動植物の駆除 

生態系保全 

動植物保護のための農地、水路、ため池等の維持管理 

簡易浄化装置の設置（浄化池等を含む）、維持管理 

循環かんがいの実施 

水質保全 

水質モニタリング 

里山、水源地の保全 清掃活動、下草刈り、間伐 

（ただし、農村の自然環境保全活動と一体的に行われる場合に限る） 

区分 活動内容 

啓発・普及のための資料の作成 

情報発信 

技術習得のための研修会の開催 

普及のための体験学習会等の開催 

ワークショップの開催 

地域点検の実施 

啓発・普及活動 

集落協定の締結、協議会等の設立 
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（２）地域  公募要領第２の２ 

本事業の対象となる主な活動実施地域は、農業振興地域であって、かつ（ア）、（イ）の

いずれかに該当する区域です。 

（ア）景観法に基づき定められた景観農業振興地域整備計画の区域 

（イ）田園環境整備マスタープランに基づき設定された環境創造区域又は環境配慮 

区域 

 

 活動実施地域が上記に該当しているかどうかについては、各市町村農政関係課に問い合

わせて確認してください。 

 なお、（イ）について、「農村環境計画」が作成されているときは、これを田園環境整備

マスタープランとみなすことができます。 

 応募申請の際には、（ア）又は（イ）の区域が確認できる図面（景観農業振興地域整備

計画区域図又は田園環境整備マスタープラン構想図等）に主な活動実施地域を記した図面

が必要です。図面は各市町村農政関係課に問い合わせて入手してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【用語解説】 

 ＊「景観法」とは・・・？ 

   都市、農山漁村等における良好な景観の形成を図るため、良好な景観の形成に関する

基本理念及び国等の責務を定めるとともに、景観計画の策定、景観計画区域、景観地区

等における良好な景観の形成のための規制、景観整備機構による支援等所要の措置を講

じる、景観についての総合的な法律です。 

 

＊「景観農業振興地域整備計画区域」とは・・・？ 

   良好な景観形成を図るために定めた「景観計画区域」のうち、農業振興地域内につい

て、景観と調和のとれた良好な営農条件を確保するために策定した区域のことです。 

   「景観計画区域」は、市町村（広域的な場合は都道府県）が定める景観計画により指

定されています。 

 

 ＊「田園環境整備マスタープラン」とは・・・？ 

   地域の合意のもと市町村が作成する農村地域の環境保全に関する基本計画のことで

す。ほとんどの市町村で作成されており、農政関係課で閲覧することができます。 

 

＊「環境創造区域」および「環境配慮区域」とは・・・？ 

   田園環境整備マスタープランの対象となっている地域は、「環境創造区域」、「環境配慮

区域」のいずれかに区分されています。「環境創造区域」とは、「自然と共生する環境を

創造する区域」のこと、「環境配慮区域」とは、「工事の実施に当たり、環境に与える影

響の緩和を図るなど環境に配慮する区域」のことです。 

 

 ＊「農村環境計画」とは・・・？ 

   農業農村整備事業を実施する上で、独自の総合的かつ効率的な環境保全対策を講じる

ことを目的として策定されている基本構想です。策定主体は市町村（ただし、複数の市

町村に影響する場合は都道府県）です。 
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（３）団体（事業実施主体）  公募要領第２の３ 

本事業の対象となる（＝事業実施主体となることができる）のは、次の（ア）、（イ）の

いずれかに該当する団体です。 

（ア）特定非営利活動法人 

（イ）営利を目的としない団体で、地方農政局長（北海道にあっては農林水産省農村

振興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長以下同じ）が審査基準に

基づき、団体の定款又は規約、財務状況、活動状況等を評価し、事業実施能力

を有すると認めた団体 

 

 法人格を有していない団体も対象となりますが、団体の目的・組織および財務状況、活

動状況が確認できる、以下の書類を整えていただく必要があります。 

①定款又は規約 

②過去２年間の収支計算書および今年度の収支予算書 

③過去２年間の事業報告書および今年度の事業計画書 

ここ２年以内に設立した団体でも助成対象となります。その場合、②および③は、設立

年以降のもののみで結構です。 

 

学校や地方公共団体およびこれらが運営する団体は、本事業の事業実施主体とはなり

えません。ただし、これらの組織が構成員となっている協議会等については、事業実施主

体となることができます。 

 

 

（４）活動期間  公募要領第４ 

本事業は単年度事業です。交付決定の日から平成 22 年 2 月 28 日までに実施される活動

が本年度の助成対象となります（なお、今年度の交付決定は平成 21 年７月上旬～中旬を

予定していますので、その決定日以降から平成 22 年 2 月 28 日までの活動について申請し

てください）。 
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３．助成金  公募要領第２の４ 
 

本事業の助成金の額は、150 万円又は以下に示す方法により算出された助成金の額、い

ずれか低い金額を上限とします。 

各団体に支払われる助成金額は、活動結果報告書（会計報告）を受けて、履行および経

費支出の確認を行った後、最終的に決定されることとなります（Ｐ26 参照）。 

なお、助成金を受け取る際には、金融機関に団体名義の預金口座が必要です。 

 

【助成金（上限金額）算出方法】 

まず、助成対象活動にかかる費用を「無償労務費」、「助成対象活動に要する経費」、「助

成対象とならない経費」の３つの区分で積み上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「無償労務費」＝Ａ 

 「棚田の管理」、「動植物の調査」など、助成対象となる活動にかかる無償労務延

べ時間人数（作業のべ時間）に、地域別最低賃金（(*)金額は、Ｐ8 表「平成 20 年

度地域別最低賃金改訂状況」に掲載）を乗じて金額に換算します。 
 

無償労務費＝無償労務延べ時間人数（作業のべ時間）×地域別最低賃金 
 
(*)地域別最低賃金＝最低賃金法に基づき、国が定めている賃金の最低限度。地域別最低賃金

は、各都道府県内のすべての労働者とその使用者に適用されるものです。 
 

本事業では、この「無償労務費」を、活動実施にあたり団体が負担する経費とみ

なします。 

 

※本事業の対象となる団体の構成員以外の無償労務提供についても計上するこ

とができます。 

※活動実施に必要な準備や調整についても無償労務提供として計上することが

できます。 

※16 歳未満の者による作業については計上できません。 

※作業に対して賃金や謝金を支払っている場合は、「無償労務費」に計上せず、「助

成対象活動に要する経費」の該当する項目で計上してください。 

※「無償労務費」は、助成金額を決定する重要な要素となります。実際に必要な

作業人数および作業時間、見込まれる作業者を明確にイメージしながら厳密に

積み上げて計上してください。 

無償労務費＝Ａ 助成対象活動に要する経費＝Ｂ 

助成対象とならない経費 

団体の通常の管理等に係る経費 
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助成金額（上限）は、「無償労務費（＝Ａ）」と「助成対象活動に要する経費（＝Ｂ）」

の関係により３つのケースで算出されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【例１】無償労務費Ａが 30 万円、助成対象活動に要する経費Ｂが 70 万円の場合 

   ･･･「Ａ：30 万円」が「Ｂの半分：35 万円」に満たない＝ケース１ 

→「Ｂの半分」に相当する金額 35 万円を上限として助成 

【例２】無償労務費Ａが 40 万円、助成対象活動に要する経費Ｂが 70 万円の場合 

 ･･･「Ａ：40 万円」が「Ｂの半分：35 万円」以上で、かつ「Ｂ：70 万円以下」＝ケース２ 

→「Ａ」に相当する金額 40 万円を上限として助成 

【例３】無償労務費Ａが 80 万円、助成対象活動に要する経費Ｂが 70 万円の場合 

    ･･･「Ａ：80 万円」が「Ｂ：70 万円」より大きい＝ケース３ 

    →「Ｂ」に相当する金額 70 万円を上限として助成 

【例４】無償労務費Ａが 180 万円、助成対象活動に要する経費Ｂが 160 万円の場合 

   ･･･「Ａ：180 万円」が「Ｂ：160 万円」より大きく、かつ、150 万円を超える 

･･･「Ａ」が「Ｂ」より大きいので、ケース３にあたります。 

･･･ただし、本事業の助成金の額は上限 150 万円（ケース１および２の場合も 150 万円が上限） 

→150 万円を上限として助成 

 

Ｂ 

Ａ 

Ａ 

Ａ 

Ｂ／２ 

☆ケース１ 
「Ａ」が「Ｂの半分」
に満たない 

☆ケース２ 
「Ａ」が「Ｂの半分」
以上で、かつ「Ｂ」
以下 

☆ケース３ 
「Ａ」が「Ｂ」より大きい 

「Ｂの半分」に

相当する金額 

「Ａ」に相当する

金額 

「Ｂ」に相当する 
金額 

助成金額 

（上限） 

■「助成対象活動に要する経費」＝Ｂ 

助成対象となる活動にかかる費用のうち、Ｐ9 表「助成対象活動に要する経費区

分表」に掲げるものです。 

 

※経費によっては支払い上限を定めているものがあります。支払い上限を超えて

支払いを行っても差し支えありませんが、上限との差額分は経費として計上で

きません。 



 8 

表：平成 20 年度地域別最低賃金改訂状況 

       （厚生労働省ホームページより） 

都道府県名 
最低賃金時間額 
（単位：円） 

発 効 
年月日 

都道府県名 
最低賃金時間額 
（単位：円） 

発 効 
年月日 

北海道 667 H20.10.19 滋賀 691 H20.10.18 

青森 630 H20.10.29 京都 717 H20.10.25 

岩手 628 H20.10.30 大阪 748 H20.10.18 

宮城 653 H20.10.24 兵庫 712 H20.10.22 

秋田 629 H20.11.2 奈良 678 H20.10.25 

山形 629 H20.10.30 和歌山 673 H20.10.31 

福島 641 H20.10.22 鳥取 629 H20.10.26 

茨城 676 H20.10.19 島根 629 H20.10.19 

栃木 683 H20.10.20 岡山 669 H20.10.18 

群馬 675 H20.10.16 広島 683 H20.10.26 

埼玉 722 H20.10.17 山口 668 H20.10.29 

千葉 723 H20.10.31 徳島 632 H20.11.7 

東京 766 H20.10.19 香川 651 H20.10.19 

神奈川 766 H20.10.25 愛媛 631 H20.10.24 

新潟 669 H20.10.26 高知 630 H20.10.26 

富山 677 H20.10.25 福岡 675 H20.10.5 

石川 673 H20.10.19 佐賀 628 H20.10.25 

福井 670 H20.10.22 長崎 628 H20.10.30 

山梨 676 H20.10.25 熊本 628 H20.10.17 

長野 680 H20.10.16 大分 630 H20.10.29 

岐阜 696 H20.10.19 宮崎 627 H20.10.26 

静岡 711 H20.10.26 鹿児島 627 H20.10.18 

愛知 731 H20.10.24 沖縄 627 H20.10.31 

三重 701 H20.10.26    
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表：助成対象活動に要する経費区分表 

経費区分 内  容 

旅費 

 

交通および宿泊に要する費用 

交通費：航空機、鉄道、バス、船等の運賃 

宿泊費：宿泊実費（食費、手当、日当は含まない） 

※グリーン料金等電車や航空機等の特別料金は助成対象となりません。 

※宿泊費は 8,800円を上限とし、実費で計上してください。 

報償費 

 

ａ．研修会、勉強会、観察会等に外部から講師として専門家を招く際の謝金 

ｂ．借地保証における立会人への謝金 

※ａ．は、20,000円を上限とし、実費で計上してください。 

※ｂ．は、5,000 円を上限とし、実費で計上してください。 

※謝金を支払う場合は、無償労務費には計上できません。 

補償費 一時的に必要となる仮設的用地の借地料 等 

委託費 業者、研究機関等への業務委託に要する費用 

※業務委託は、団体で実施することが困難又は委託した方が効率的な場合に限ります。 

※委託費を支払う場合は、無償労務に計上できません。 

需用費 

 

おもに消耗される物品の購入等に要する費用 

消耗品費、自動車等の燃料費、印刷製本費 等 

役務費 

 

おもにサービスの提供を受ける際に要する費用 

通信運搬費、活動参加者の保険料、手数料、広告料、原稿料 等 

※原稿料は、400 字詰め原稿用紙１枚あたり 1,900 円を上限とし、実費で計上してく

ださい。 

使用料及び賃借料 車両、会場、器材等の使用賃借に要する費用 

レンタカー代、有料道路通行料、調査機材等リース料 等 

備品購入費 単価 3万円未満の物品や機器の購入に要する費用 

調査や整備に必要な道具、書籍、教材 等 

※単価が 3万円以上の物品や機器については計上できません。（全額が対象外です。リ

ース料は助成対象（使用料及び賃借料）となります。） 

賃金 

 

本事業に係る事務等に従事する日々雇用者に対する賃金 

※助成対象活動にのみ従事する者に支払う賃金に限ります。 

（団体の通常の運営に携わる人員については、計上できません） 

※賃金を支払う場合は、無償労務費には計上できません。 

※本事業に係る事務等に従事する者の賃金については、7,200円/人日を上限とし、実

費で計上してください。 

資材購入費 

 

活動を実施する上で必要な簡易な工事にかかる資材の購入に要する費用および工事請

負にかかる費用 

※簡易な工事に従事する者の賃金については、「平成 21 年度公共工事設計労務単価（基

準額）」を上限とし、実費で計上してください。 

 単価表等 http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo14_hh_000061.html  

※工事請負にかかる費用は、直営施工が不可能な場合に限ります。 

※工事請負を行う場合は、無償労務に計上できません。 

機械賃料 活動を実施する上で必要な作業機械、機材等の借用に要する費用 

 ※以下の経費は、助成対象となりません。 

 ・団体の通常の管理等に係る費用 
・団体関係者、活動参加者、講師等の飲食にかかる費用（フィールドワーク時の水分補給のための飲料

費及びフィールドワークの一環として実施する炊き出しの際の調味料等の消耗品は除く。） 
・菓子折や各種金券などによる謝礼 

 ・不法投棄ゴミの処理費用 

 ・当該活動以外にも使用できる事務機器(パソコン、コピー機、ＦＡＸ、プロジェクタ等)の購入費用 
※その他  
・この経費区分表に記載されていない単価については、活動の実施地域の都道府県、市町村において使

用されている単価及び歩掛、（財）建設物価調査会の「建設物価」、（財）経済調査会の「積算資料」を
基準とし、当該地域の実情及び事業の趣旨に即した適正な価格により算定するものとする。 
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４．応募申請書 
 

（１）作成と提出にあたっての注意事項 

①応募申請に必要な書類 

  以下の書類をすべてＡ４版にて、各１部提出してください。 

ａ．応募申請書 （団体および代表者の押印が必要です） 

ｂ．定款又は規約 

ｃ．事業報告書（平成 19、20 年度分＋平成 21 年度分の計画書） 

ｄ．収支計算書（平成 19、20 年度分＋平成 21 年度分の予算書） 

ｅ．組織図 

ｆ．役員名簿  ※任意団体の場合は構成員名簿 

ｇ．設立趣意書 ※ＮＰＯ法人の場合のみ 

ｈ．設立認証通知書（写し） ※ＮＰＯ法人の場合のみ 

ｉ．本事業の対象となる区域が確認できる図面（景観農業振興地域整備計画区域図又

は田園環境整備マスタープラン整備構想図等）に主な活動実施地域を記した図面 

ｊ．活動実施地域の現況写真（遠景、近景を交え、活動箇所の概要がわかる写真を２

枚以上Ａ４の用紙に貼付） 

ｋ．当該活動に関連する協定や条例（ある場合） 

※ここ２年以内に設立した団体でも助成対象となります。その場合、「事業報告書」お

よび「収支計算書」は、設立年以降のもののみで結構です。 

※役員名簿や構成員名簿に、住所や電話番号などの個人情報が記載されている場合は、

その情報を削除してください。 

※平成 19･20 年度に採択された団体においては、以下の書類の提出は省略できます（た

だし、内容に変更がある場合は提出が必要です）。 

 ｂ．定款又は規約 

ｃ．事業報告書（平成 19 年度分）※19 年度に採択された団体は必要 

ｄ．収支計算書（平成 19 年度分）※19 年度に採択された団体は必要 

ｅ．組織図 

ｆ．役員名簿  ※任意団体の場合は構成員名簿 

ｇ．設立趣意書 ※ＮＰＯ法人の場合のみ 

ｈ．設立認証通知書（写し） ※ＮＰＯ法人の場合のみ 

 

②書類作成にあたって 

・ 応募申請書は、この冊子又は、 

http://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/hozen_saisei/index.html あるいは、

http://www.acres.or.jp/Acres/nouson_saisei/index.htm からファイルをダウン

ロードして使用してください。 

・応募申請書は、所定の事項すべてについて、「別紙参照」などとはせず枠内におさ

まるよう簡潔に記入してください。ただし、様式「Ⅲ-2 活動計画（詳細）」（Ｐ19）
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については、必要に応じて行、ページを増やしてください。 

③書類提出にあたって 

・ 受付締め切りは、平成 21 年５月２９日（金）です（必着）。 

・ファクシミリおよび電子メールでの提出は受け付けません。 

・書類に不備がある場合は、審査の対象となりません。 

・提出先は以下の通りです。 

 

 

 

 

※封筒には必ず「パイロット事業応募申請書在中」と朱書きしてください。 

 

 

 

 

 

〒103-0011 東京都中央区日本橋大伝馬町 11-8 フジスタービル 2F 

（社）農村環境整備センター  電話 03-5645-3671 

 

応募申請書の記載事項は、事例集としてとりまとめ頒布することとしています

のでご承知おきください。 
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（２）様式および記入例 

応募申請書は巻末に添付してあります。 

「記入例」（Ｐ13～20）を参照しながら作成してください。 

 

   ※応募申請書類の宛名は、応募申請団体の活動地域によって異なります。以下の対応

表を確認の上、記入してください。 

   ※宛名にかかわらず、応募申請書類はすべて（社）農村環境整備センターに送付して

いただくこととなっておりますのでご注意ください。（Ｐ1およびＰ11 参照）。 

 

応募申請団体の活動地域 宛名 

北海道 農林水産省農村振興局長 

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 東北農政局長 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、
山梨県、長野県、静岡県 

関東農政局長 

新潟県、富山県、石川県、福井県 北陸農政局長 

岐阜県、愛知県、三重県 東海農政局長 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 近畿農政局長 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、
愛媛県、高知県 

中国四国農政局長 

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 九州農政局長 

沖縄県 内閣府沖縄総合事務局長 
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農村景観・自然環境保全再生パイロット事業 

応募申請書 

平成   年   月   日 

○○農政局長 殿 

（（社）農村環境整備センター理事長 経由） 

住所  

団体名 

代表者名            印 

 

 

 

 「農村景観・自然環境保全再生パイロット事業」について、別紙のとおり活動を実施しますので、

応募申請書を提出いたします。 

 

 

 

 

【本件担当者】 

ふりがな 

氏 名 

 

自宅・職場の別  自宅 ・ 職場  ←○をつける 

※自宅の場合は、連絡のとれる時間帯を記入してください。 

→     時～     時 

※職場の場合は、住所欄（↓）に職場の名称・所属部課まで記入してください。 

住 所 〒 

 

 

 

電 話  

 

ＦＡＸ  

 

E-mail  

連絡先 

 

 

 

Ｐ1２を参照の上、記入 

応募申請書類の問い合わせを行う場合があります
ので、ＦＡＸ番号もしくは E-mail アドレスどちら
か必ず記載してください。 

（青字は記入例） 

記入例 



14 

Ⅰ 団体概要 

ふりがな 
団体名 

 

 

 

代表者 

役職・氏名 
 設立年月    年   月 

主たる事務所 

の所在地 

〒 

 

 

電話：          FAX：       E-mail： 

沿革・概要 

組織の変遷について簡潔に記入 

（例）○○年 ○○○○を目的とし、地域内の有志○○名により任意団体として設立 
○○年 ○○事業を開始 
○○年 ○○○○が評価され、○○賞を受賞 

○○年 特定非営利活動法人認可 

○○年 ××××をきっかけに△△事業への取り組みもはじめる。 

団体のＨＰ 

アドレス 
 

ａ．NPO 法人 ｂ．ａ以外の団体 

団体種別 

および 

構成員 

構成員         ４０ 名 

＜構成員の特徴＞ 

職種、地域などの特徴を記入 
（例）○○集落の農家を中心に、魚類等

の学識経験者、会社員、定年退職
者、都市住民 

  （正会員16名、賛助会員24名） 

・任意団体 

・法人 

↑あてはまる方に○をつける 

構成員          名 

 

＜構成員の特徴＞ 

 
 
 
 
 
 

 

 平成 21 年度（見込み） 平成 20 年度 平成 19 年度 

総 収 入    

総 支 出    
財政状況 

当期損益    

添付資料 

(1)定款又は規約 

(2)事業報告書（H19,20 年度分＋H21 年度分の計画書） 

(3)収支計算書（H19,20 年度分＋H21 年度分の予算書） 

(4)組織図 

(5)役員名簿  ※任意団体の場合は「構成員名簿」 

(6)設立趣意書 ※NPO 法人の場合のみ 

(7)設立認証通知書（写し） ※NPO 法人の場合のみ 

平成 2１年度の総収入には、
本事業の助成金を含まない金
額を記入してください。 

平成 1９・２０年度に本事
業を実施した団体で、添付
資料を省略する場合は、そ
の旨記載してください。 
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Ⅱ 活動実施地域 

都道府県名 市町村名 字名（できるだけ詳細に） 

地 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．景観農業振興地域整備計画に定められた区域である 

    

→ 策定年月     年     月 

    

  都道府県又は市町村の担当課（計画主体） 

 

             都・道・府・県 

         市・町・村         課 

 

 

本事業に 

該当する 

要 件 

ｂ．田園環境整備マスタープランに基づき設定された 

・環境創造区域 

・環境配慮区域 

 

 

 

※農村環境計画をもって、田園環境整備マスタープランとみなす場合は、以下の

「マスタープラン」を当該計画にあてはまるよう読み替えてください。 

 

→ マスタープラン作成年月     年     月 

 

→ 市町村の担当課 

 

              都・道・府・県 

          市・町・村          課 

 

 

添付資料 

(1) 本事業の対象となる区域が確認できる図面（景観農業振興地域整備計画区域

図又は田園環境整備マスタープラン整備構想図等）に主な活動実施地域を記

した図面 

(2) 活動実施地域の現況写真（遠景、近景を交え活動箇所の概要がわかる写真を

２枚以上Ａ４の用紙に貼付） 

 

該当するものに○印 

該当するものに○印 

該当するものに○印 

沿道への花植えや水田魚道の設置など活動

により状況に変化が生じることが予測され

る場合には、活動後の写真と比較できるよ

うに留意する。 
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(1) 本事業の対象となる区域が確認できる図面（景観農業振興地域整備計画区域図または

田園環境整備マスタープラン整備構想図等）に主な活動実施地域を記した図面の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○市田園環境整備マスタープラン整備構想図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動実施地域 

活動実施地域 
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Ⅲ-1 活動計画（概要）                   

※団体としてのすべての活動ではなく、今回応募申請する活動についてのみご記入ください。 

区 分 

Ｐ2～3 の区分より選択
して記入 
（例）生態系保全 
   啓発・普及 
 
 

活動内容 

Ｐ2～3の活動内容より選択して記入 
（例） 
動植物の調査、保全・再生活動 
外来動植物の駆除（オオクチバス、ブ
ルーギル他） 
動植物保護（ゼニタナゴ他）のための
農地、水路、ため池等の維持管理 

活動名 

応募申請する活動に、特段の活動名があれば記入 

（例）○○地区田んぼを守り隊 

 

活動の概要 

活動のあらましを簡潔に記入 

※今回応募申請する活動と特にかかわりの深い活動をされる場合は、その概要を、国から助成

を受ける場合はそのことについても記入してください。 

（例）○○地区において、地域の小学生、集落住民、都市住民の参加を得て、「田
んぼの学校」活動（田んぼや水路等の生き物調査、農業体験等、年間８回程
度）に取り組んでいる。 
今回応募申請する活動は、その中の８月予定の○○水路の生きもの調査、

９月予定の自然観察会、10 月予定の棚田収穫祭、11 月予定の○○ため池
の外来種駆除と池底の清掃、草刈り、２月予定の「田んぼの学校発表会」を
実施するものである。 
 

 

 

 

活動の背景 

 

活動実施地域に 

ついての現状・問題点 

および活動の必要性 

応募申請する活動に関係する内容に絞って簡潔に記入 

（例）○○地区は、里山に囲まれた耕作地が広がる自然豊かな地域であり、専門
家の調査によると農村地域特有の貴重な動植物も生息している地域である。 
しかしながら、過疎化・高齢化の進行により棚田等の管理に支障を来すと

ともに、子どもたちを含めた地域住民や都市住民も、農業や二次的自然の豊
かさについて知る機会が少なく、また、近年では外来種の侵入により在来種
の生息数の減少も確認されている。 
このため、豊かな自然環境を積極的に保全・ＰＲするとともに○○地区の

活性化と農業の振興を図ることを目的として、農業従事者を中心とする当法
人と小学生、集落住民、都市住民が連携して、「田んぼの学校」活動に取り組
んでいる。 

 
※当該活動に関連する協定や条例があれば添付してください。 

活動は地域住民 

の啓発、地域農業 

や地域の活性化等 

に役立つか 

（成果） 

応募申請する活動に関係する内容に絞って簡潔に記入 

（例）この活動を通じて、集落住民自身が、自分たちの住んでいる地域の自然の
豊かさを実感し、動植物の保全と農業の関係に対する理解が深まると考える。 
また、生き物調査の結果を蓄積していくことで、今後、地域としての効果

的な在来種保全対策を講じることにつながると考えている。 
   さらに、都市住民との交流や生き物ブランド米の販売により、農業や地域

を活性化させる機会としても重要な役割を果たすと考えている。 

活動への参加者 

応募申請団体の構成員や会員のみで実施する場合は、その旨を記入。 
応募申請団体の構成員等のほかに参加者を募る場合は、呼びかけの範囲について
記入。 
（例）当法人の構成員（40 名）のほか、集落住民から参加者を募る（各戸回覧

により非農家、子どもたちなどに広く声をかけ、希望者に参加してもらう）。
また、都市住民については、行政と連携し、市の広報誌を通じた参加を呼び
かける。（昨年度は５0名参加） 

業務委託、 

工事請負理由 

業務委託や工事請負を実施する場合は、その理由を記入。 
（例）ホームページの作成による情報発信については、当法人で実施することが

できないため、専門業者に委託する予定である。 
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Ⅲ-1 活動計画（概要）                   

※団体としてのすべての活動ではなく、今回応募申請する活動についてのみご記入ください。 

有識者との連携 

ａ．当該分野の学識経験者（研究者、学芸員、教員 等） 

ｂ．地域ならではの貴重な知見を有する者（古老、農家、水管理者 等） 

ｃ．当該分野の行政担当者 

ｄ．その他 

 

 

活動計画についての 

合意形成 

■活動計画について、「活動の場に関係する者」（所有者、管理者、周辺住民等）

にどのような方法で周知し、合意形成をはかっているか。 

  

ａ．関係者すべてに説明し、合意を得た 

ｂ．各機関の代表者には合意を得て、その他の者には周知した 

ｃ．文書又は口頭で活動を実施する旨、周知した 

ｄ．その他 

 
 
 

成果をまとめる予定 

・ある 

→どのようにまとめるか 

 （例）今年度の活動についての記録と、調査結果をまとめた「○○地区田んぼ

を守り隊実施報告書」を作成する。                    

・ない 

成果を普及する予定 

・ある 

→どのように普及するか 

（例）「○○地区田んぼを守り隊実施報告書」を作成し、各戸配布するとともに、

2月の田んぼの学校発表会とホームページで今年度の活動を報告する。       

・ない 

活動の継続性・ 

発展性 

■これまでの活動 

※今回応募申請する活動に関連してこれまでの実績があればどのような活動を行ってきてい

るか記入してください。特に、これまでに、農村景観・自然環境保全再生パイロット事業によ

り実施した活動がある場合は、その活動の内容を記入してください。 

（例）○○地区田んぼを守り隊は、平成 13 年度から活動を実施している。在来
種の保全については○○大学教授や博物館の学芸員の指導の元で実施する
とともに、農業体験については行政の協力により年々参加者の増加や活動回
数、内容も充実しており、活動結果は発表会で報告している。 

 

■今後の予定 

※今回応募申請する活動について、今後発展、充実させていく予定や、地域としての将来目

標があれば記入してください。 

（例）当法人のスタッフは、○○大学教授や博物館の学芸員による指導を受けな
がら、調査の精度および当該地域の生態系についての知識を高め、将来のリ
ーダーを育てていく予定である。また、農業の担い手の育成にも努めるとと
もに、より多くの住民に動植物の保全と農業の関係について理解してもらえ
るよう、当該地域の自然環境についての学習会や観察会などの活動を充実し
ながら、農業と地域の活性化を図っていくことを考えている。 

○○大学教授（魚類）、○○博物

館等、具体的に記載できる場合

は、記載してください。 
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Ⅲ-2 活動計画（詳細）                                        （整理番号 １）  

※団体としてのすべての活動ではなく、今回応募申請する活動についてのみご記入ください。 

 
活動回数 １０回 

参加人数 

延べ数 
２１０名 活動範囲 

○○ため池、○○棚田、○○水路 

 

無償労務 経 費 
活動
番号 

年月 具体的な活動内容、実施方法 
人数 
(ア) 

時間 
(イ) 

作業のべ時間
(ｳ)=(ｱ)×(ｲ) 

内容 単価 数量 金額 経費区分 

－ H21.4 企画会議(ｽｹｼﾞｭｰﾙ、参加者募集)         

－ H21.5 第 1 回田んぼの学校(田植え)         

－ H21.6 第 2 回田んぼの学校(自然観察会)         

－ H21.6 第 3 回田んぼの学校（草刈り）         

1 H21.7 第 4 回田んぼの学校開催準備 

・当日配付資料の作成・印刷 

・保険加入 

・不足道具の準備 

16 6 ９６ 資料印刷 

保険加入 

タモ網 

胴長靴 

10 

100 

1,000 

10,000 

100 

90 

4 

3 

1,000 

9,000 

4,000 

30,000 

需用費 

役務費 

需用費 

需用費 

2 H21.8 第 4 回田んぼの学校 

・生き物調査 

(法人 40 名、子供 25 名、大人 25 名) 

65 3 １９５ 調査指導者謝金 

調査指導者旅費 

お茶 

20,000 

5,000 

150 

1 

1 

90 

20,000 

5,000 

13,500 

報償費 

旅費 

需用費 

3 H21.8 第 5 回田んぼの学校開催準備 

 ・自然観察会打ち合わせ 
16 3 ４８ ﾌｨｰﾙﾄﾞｽｺｰﾌﾟ 60,000 1 60,000 対象外 

10 H22.2 第 8 回田んぼの学校（発表会） 

（作業人数 16 名） 
16 4 ６４ 会場使用料 5,000 1(半日) 5,000 使用料 

合計 

 

   

210 

 

 

(a) 

1,850 

   （Ｃ） 

625,500 

 

 ※無償労務、助成対象活動に要する経費、助成対象外経費もすべて記入してください。 

助成対象期間前の事項についても、当該活動に
かかる事項については記入（詳細に書く必要は
ありません。また、無償労務、経費も記入の必
要はありません） 

見積をとる
などして正
確に記入 

単価×数量で算出 

活動回数に応じて、適宜
ページを追加する。 

「活動回数」および「参加人数延べ数」は、活動対象期間の
活動回数(=活動番号)と人数(=(ア))の合計を記載する。 

活動に必要な準備も含めて 
「いつ、なにを、どのように実
施するのか」わかるように記入 

左欄に記載した内容について作業する
人数、時間、作業のべ時間を記入 
（16 歳未満の者の作業は計上しない） 

何に対する経費支出か、
明確にわかるように記入 

Ｐ9 の経費区分表により当て
はまる経費区分を記入。当ては
まる経費区分がない場合は、
「対象外」と記入。 

交付決定日
(7月上旬か
ら中旬を予
定 ) ～ 2/28
の活動 
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Ⅲ-3 活動計画（費用）                   

■支出の部 

経費区分 金額 経費区分 金額 

旅費 20,000 円 使用料及び賃借料 25,000 円 

報償費 80,000 円 備品購入費 50,000 円 

補償費  賃金  

委託費 100,000 円 資材購入費  

需用費 150,500 円 機械賃料 100,000 円 

役務費 40,000 円  

助
成
対
象
活
動
に
要
す
る
経
費 

助成対象活動に要する経費  計   565,500   円（Ｂ） 

 

助成対象とならない経費   計    60,000   円  様式Ⅲ-2 の対象外の合計  

支出総額     625,500   円 ※様式Ⅲ-2（Ｃ）と同額 

■無償労務費 

 

様式Ⅲ-2 作業のべ時間の合計(a) 1,850  ×  667  円 ＝   1,233,950   円（Ａ） 

↑地域別最低賃金 

 

【助成金（上限金額）】 
 

Ａ＜Ｂ／２の場合     →Ｂ／２＝          円 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

 

Ｂ／２≦Ａ≦Ｂの場合   → Ａ ＝               円 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

 

Ｂ＜Ａの場合       → Ｂ ＝   565,500    円 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

 

■収入の部 

 金額 内訳 

本事業による助成金 565,500 円  

自己資金 60,000 円 会費、参加費 

収入総額         625,500  円 ※様式Ⅲ-2（Ｃ）と同額 

応募申請する活動について、国や地方自治体、他の機関・団体等からの助成等を受けることと

なる場合は、助成金等の名称および金額を記入してください。 

 

名称       なし           金額         円 

 

Ｐ8を参照して、活動地域に該当

する都道府県の金額を記入 

（Ｃ）－助成金（上限金額） 助成金（上限金額） 

様式Ⅲ-2の経費区分

と金額の合計 
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５．審査  公募要領第３ 
 

審査は、応募申請書類（応募申請にともない添付していただく書類を含みます）に

より地方農政局（北海道にあっては農林水産省農村振興局、沖縄県にあっては内閣府

沖縄総合事務局以下同じ）ごとに設置する審査委員会において行います。 

応募申請書類の記載で不明な点等がある場合には、個別に電子メール、電話等で問

い合わせを行うことがありますが、現地調査、ヒアリング等は実施しません。 

 審査の手順および事前審査、審査委員会での審査内容は次のとおりです。 

なお、審査基準については、別添資料「審査基準」に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採択および助成金は、本事業の趣旨を踏まえ、予算の範囲内で決定します。したが

って必要な要件を満たしていても採択されない場合や、助成金が要望通りとならない

場合があります。 

事業採択決定後速やかに地方農政局長より事業採択された応募申請団体に対して

通知します。なお、採択されなかった場合も、結果を通知します。 

採択された団体は、「補助金交付申請書」を作成し、速やかに地方農政局長に提出

してください。（交付申請にかかる書類については、採択通知の際に同封します。） 

 

 

 

 

結果報告 

事前審査 

実施者：（社）農村環境整備センター 

【審査内容】 

①書類不備のチェック 

②採択候補の選定（学識経験者の意見を得ながら実施） 

審査委員会 

設置者：地方農政局長／事務局：地方農政局 

【審査内容】 

当該地方農政局の管轄地域内で実施される活動について、事前

審査報告を参考にしながら審査。 

地
方
農
政
局
長
が 

採
択
お
よ
び 

助
成
金
を
決
定
(*) 

採択された団体の中で、特にレベルの高い活動や先進的な活動を行っている

団体に対して、（社）農村環境整備センターが現地調査による情報の収集を行

い、啓発用パンフレット等を作成することとしております。その場合は、ご協力

願います。 
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６．助成金の会計経理  公募要領第２の５ 
 

助成金は、活動結果報告書（会計報告）を受けて、最終的に決定され、交付（振込）

されることとなります。また、本事業は「補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和 30 年法律第 179 号）」の適用を受けるため、助成対象活動に要する経費

について、領収証等の証拠書類について確認を行います。会計経理にあたっては特に

以下の点に留意してください。 

 

記録および報告が必要なのは、以下の図の「無償労務費＝Ａ」、「助成対象活動

に要する経費＝Ｂ」に関するものです。 

 

 【Ｐ6 より再掲：助成対象活動にかかる費用の区分】 

 

 

 

 

 

 

 

●「助成対象活動に要する経費＝Ｂ」の経理は、独立の帳簿を設ける等の方法により、

他の経理と区別して行ってください。 

 

●支払いの証拠となる領収証は、以下の５点を充足するものが必要です。（P24 図１） 

・領収証の宛名：領収証の宛名は、団体の正式名称が記入されていなければなりま

せん（個人名や上様などとなっているものは不可）。 

・支払いの日付 

・支払い金額 

・支払い対象（購入した物品等の内容）：複数の物品等を一括して購入した場合は、

内訳を別紙に記してもらうなどして内容が確認できるようにしてください（「お

品代」など内容が明確でないものは不可）。 

・領収証発行者の氏名又は名称および押印 

※提出していただくのは、コピーで結構です。原本は各団体で保管してください。 

※謝金や賃金で複数の者に支払いを行った場合には、一枚の用紙にまとめたもので

かまいません。（P24 図２） 

※請求書は領収証の代わりにはなりません。 

 

●領収証の紛失等がないよう、物品の購入等を行うごとにきちんと整理してください。 

 

 

無償労務費＝Ａ 助成対象活動に要する経費＝Ｂ 

助成対象とならない経費 

団体の通常の管理等に係る経費 
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７．事業の実施報告 
 

事業の完了にあたっては、活動結果報告書の提出が必要です。 

また、平成２１年９月３０日までおよび平成２１年１２月３１日までに行った活動に

ついて、２回遂行状況報告書の提出が必要です。（遂行状況報告書は記入例とともに交

付決定の通知に同封します。） 

 
７．１ 活動記録の保存 

 

活動結果報告書の様式のうち「Ⅱ 実施状況」および「Ⅲ-2 会計報告（助成対象活

動に要する作業時間、経費支出の記録）」は、「無償労務費＝Ａ」および「助成対象活動

に要する経費＝Ｂ」（P22 参照）を記録するためのものです。 

「無償労務費」および「助成対象活動に要する経費」は助成金額の決定に重要な要素

となります。「無償労務費」は「Ⅱ 実施状況」により、「助成対象活動に要する経費」

は「Ⅲ-2 会計報告（助成対象活動に要する作業時間、経費支出の記録）」により記録

します。これらは活動の都度記録しておく必要がありますので、ご注意ください。 

 

（１）「無償労務費＝Ａ」の記録 

 

● 無償労務費の記録は、活動結果報告書の様式「Ⅱ 実施状況」により行います。

作業日ごとに以下の事項について必ず記録してください。 

 

① 作業人員・・・無償労務となる作業を行った者および作業時間の一覧表（Ｐ

30 又はＰ24 の図２を参照。） 

② 活動状況写真・・・作業を行った者の集合写真（作業開始時又は作業終了時

に撮影）もしくは作業中の様子がわかる写真（ただし、

一人で行う準備作業等の写真撮影が困難な活動に限り、

写真の添付が免除されます。） 

 

●１回の活動ごとに活動状況写真とセットで報告していただくこととなります。Ｐ

30～31 の記入例を参考に作成してください。 

 

 

 

 

 

 

 

添付写真は、事例集としてとりまとめ頒布することがありますので、被写体となって

いる方の了解を得てください。集合写真などで被写体の方の了解が得られないな

ど、履行確認等活動結果報告書類としての目的以外での使用を希望しない写真に

ついてはその旨を明示してください。 



    24 

 

（２）「助成対象活動に要する経費＝Ｂ」の記録 

 

●助成対象活動に要する経費の記録は、活動結果報告書の様式「Ⅲ-2 会計報告（助

成対象活動に要する作業時間、経費支出の記録）」により行います。活動に要した

経費を活動日（応募申請書の活動番号）ごとに記録してください。 

●対応する領収証（図１、図２参照）の添付が必要です。領収証番号をつけて整理

してください。P33～34 の記入例を参考に作成してください。 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

氏 名 備 考 確 認 

○○ ○○ 5,000 円 ○印  
△△ △△ 5,000 円 ○印  
■■ ■■ 5,000 円 ○印  
◎◎ ◎◎   

▽▽ ▽▽   

□□ □□   

●● ●●   

▲▲ ▲▲   

   

参加者１２０名   

（賃金支払者３名） （15,000 円）  

（無償労務８０名） （480 時間）  

領 収 証 

ＮＰＯ法人○○○○様 

￥ 12,600 円 
 

ただし、保険代(126 名)として 

 

       平成 21 年８月 1日     

        ＮＮ保険会社 印   

図１ 必要事項が記載された領収証 

団体の正式名称 

支払い金額 

支払いの対象 

支払いの日付 

発行者の氏名又は名称及び押印 

第○回田んぼの学校参加者名簿 

作 業 日：平成 21 年○月×日 

作業時間：9 時 00 分～16 時 00 分（６時間） 

作業内容：○○の実施 

活動組織名：NPO 法人○○○○ 

図２ 活動参加者名簿を利用した領収証（例） 

16 歳未満の者の

作業は計上しない 

賃金等受取者の押

印又はサイン 
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７．２ 活動結果報告書 公募要領第５、第６ 

 

（１）作成と提出にあたっての注意事項 

①事業の実施報告に必要な書類 

  事業完了にあたっては、以下の書類を各１部提出し、活動の実施報告を行ってく

ださい。活動の履行確認は、本書類にて行うことを原則とし、場合によっては現地

調査も行います。 

ａ．活動結果報告書（団体および代表者の押印が必要です） 

ｂ．活動実施後の状況写真（活動前後で活動箇所の状況に変化が生じた場合に限

り、遠景、近景を交え、活動範囲の概要がわかる写真を２枚以上Ａ４の用紙

に貼付） 

ｃ．活動成果をとりまとめた冊子等（ある場合） 

 

 

 

 

 

 

 

②書類作成にあたって 

・活動結果報告書は、この冊子、 

http://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/hozen_saisei/index.htmlはあるいは

http://www.acres.or.jp/Acres/nouson_saisei/index.htm からファイルをダ

ウンロードして使用してください。 

・活動結果報告書は、所定の事項すべてについて記入してください。 

また、様式「Ⅱ 実施状況」（Ｐ30～31）については、１回の活動ごとに活動状

況写真とセットで作成してください。 

・様式「Ⅱ 実施状況」（Ｐ30）および「Ⅲ-2 会計報告（助成対象活動に要する

作業時間、経費支出の記録）」（Ｐ33）については、必要に応じて行、ページを増

やしてください。 

・作成にあたっては、Ｐ28～35 の記入例を参照してください。 

 

③書類提出にあたって 

・申請した活動がすべて完了した時は、活動結果報告書類を提出してください。活

動結果報告書類の提出は随時受け付けます。 

・活動結果報告書類の最終提出締切は、平成 22 年 3 月 3 日（当日消印有効）です。 

活動結果報告書類の記載事項および添付写真は、事例集としてとりまとめ頒布す

ることがありますのでご承知おきください。特に添付写真は、被写体となっている方

の了解を得てください。集合写真などで被写体の方の了解が得られないなど、履行

確認等活動結果報告書類としての目的以外での使用を希望しない写真については

その旨を明示してください。 
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・履行確認を行い、確認後に助成金額決定の通知を行います。 

・ファクシミリおよび電子メールでの提出は受け付けません。 

・提出先は以下の通りです。 

 

 

※封筒には必ず「パイロット事業活動結果報告書在中」と朱書きしてください。 

  

  ④履行確認について 

    ・履行確認は（社）農村環境整備センターで行います。活動結果報告書類の記載

で不明な点等がある場合には、個別に電子メール、電話等で問い合わせを行う

ことがありますので、速やかな対応をお願いします。 

 

   ⑤履行および経費支出の最終確認（助成金額の決定） 

・（社）農村環境整備センターにおける履行確認後、地方農政局において、履行お

よび経費支出の最終確認が行われます。最終確認後速やかに地方農政局長より

事業実施主体に対して助成金額の決定について通知しますので、事業実施主体

は「実績報告書」を作成し、速やかに地方農政局長に提出してください。 

 

   ⑥実績報告書の提出と助成金の交付 

・助成金の交付（振込）は、実績報告書の提出後 2 週間程度（状況により前後す

ることがあります。4 月上旬に提出されますと、助成金の交付は 4 月下旬）に

なります。 

〒103-0011 東京都中央区日本橋大伝馬町 11-8 フジスタービル 2F 

（社）農村環境整備センター  電話 03-5645-3671 
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（２）様式および記入例 

活動結果報告書は巻末に添付してあります。 

「記入例」（Ｐ28～35）を参照しながら作成してください。 

   ※活動結果報告書の宛名は、団体（事業実施主体）の活動地域によって異なります。

以下の対応表を確認の上、記入してください。 

   ※宛名にかかわらず、活動結果報告書類はすべて（社）農村環境整備センターに送

付していただくこととなっておりますのでご注意ください（Ｐ1およびＰ26 参照）。 

応募申請団体の活動地域 宛名 

北海道 農林水産省農村振興局長 

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 東北農政局長 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、
山梨県、長野県、静岡県 

関東農政局長 

新潟県、富山県、石川県、福井県 北陸農政局長 

岐阜県、愛知県、三重県 東海農政局長 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 近畿農政局長 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、
愛媛県、高知県 

中国四国農政局長 

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 九州農政局長 

沖縄県 内閣府沖縄総合事務局長 
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農村景観・自然環境保全再生パイロット事業 

活動結果報告書 

平成   年   月   日 

○○農政局長 殿 

（（社）農村環境整備センター理事長 経由） 

住所 

団体名 

代表者名            印 

 

 

 

 「農村景観・自然環境保全再生パイロット事業」について、別紙のとおり活動を実施しましたので、

活動結果報告書を提出いたします。 

 

 

 

 

【本件担当者】 

ふりがな 

氏 名 

 

自宅・職場の別  自宅 ・ 職場  ←○をつける 

※自宅の場合は、連絡のとれる時間帯を記入してください。 

→     時～     時 

※職場の場合は、住所欄（↓）に職場の名称・所属部課まで記入してください。 

住 所 〒 

 

 

 

電 話  

 

ＦＡＸ  

 

E-mail  

連絡先 

 

 

 

Ｐ27を参照の上、記入 

活動結果報告書類の問い合わせを行う場合があります

ので、ＦＡＸ番号もしくは E-mail アドレスどちらか必

ず記載してください。 

（青字は記入例） 

記入例 



    29 

Ⅰ 活動結果（自己評価）                          

区 分 

応募申請書に記入した区分 

（例）生態系保全 
啓発・普及 

活動内容 

応募申請書に記入した区分 

（例） 
動植物の調査、保全・再生活動 
外来動植物の駆除（オオクチバス、
ブルーギル他） 
動植物保護（ゼニタナゴ他） 

動植物保護のための農地、水路、

ため池等の維持管理 

活動名 
応募申請書に記入した活動名 

（例）○○地区生きもの守り隊 

計画の妥当性 
（応募申請時の計画 

通りに実施できたか

どうか、変更、追加、

取りやめがあった場

合はその理由等） 

応募申請時の計画どおり実施できたかどうかを記載 

（例） 

・計画では昨年度と同じ 50 名の参加者を見込んでいたが、86 名の参加があった。

また、地元新聞、テレビにも取り上げられ、参加者以外にも活動を紹介できた。 

・８月の○○水路の生き物調査、9 月の自然観察会、10 月の棚田収穫祭、２月の田

んぼの学校発表会は計画通り実施できた。 

・11 月に予定していた○○ため池の外来種駆除、池底の清掃、草刈りについては、

台風の影響により、一部 12 月の実施となった。また、池底の清掃については、想

定以上に底泥等が溜まっており、一部作業を地元工事業者に請負に出さざるを得な

かった。 

活動の成果 
（応募申請時に 

想定した活動の 

成果に対し、 

実際の成果は 

どうであったか） 

 

応募申請時に想定した活動の成果に対し、実際の成果はどうであったかを記載 

（例） 

・想定以上に外来種による被害が大きく、改めて地域の環境保全の必要性を痛感した。

今回の調査結果は、次年度以降の在来種保全対策の検討に反映できる。 

・想定以上の参加者があり、都市農村交流が図られたこと、生き物ブランド米も完売

できたこと、マスコミに取り上げられたことから視察に訪れる人たちが増えたこと

等から、自然環境の保全や農業への理解、地域の活性化に結びついたと思う。 

成果の普及等 

成果を普及した場合は、その内容を記載 

（例） 

・「○○地区田んぼを守り隊実施報告書」を作成し、各戸配布するとともに、2月の田

んぼの学校発表会やホームページで取り組みを発表した。（報告書を添付） 

・博物館の学芸員が生き物調査結果について全国シンポジウムで発表した。 

・マスコミに取り上げられたことから、視察に訪れる人たちが増えた。 

※活動成果をとりまとめた冊子等があれば添付してください。 

反省点および 

改善策 

活動を実施した上での反省点、改善点を記載 

（例） 

・想定以上のため池の底泥の堆積により、一部地元工事業者に請負に出さざるを得な

かったので、来年度以降の活動に当たっては、事前に調査を行うこととする。 

・参加者が想定以上に多かったことから、準備や当日の対応に時間がかかったので、

来年度以降の活動に当たっては、準備や当日の対応ができる人を増やす。 

課題および 

今後の展望 

今回の活動をふまえて、今後の活動の発展、充実などの展望があれば記載 

（例） 

・準備等に従事できる者は正会員の 16 名であり、来年度以降の参加者の増加等を考

えると、準備等に対応できる会員を増やすなど組織の強化を図る必要がある。 

・他の団体と連携して活動ができるよう、行政と協力して協議会の設置を検討したい。 

・生き物調査結果やこれまでの活動を本として出版し、他の地域へも啓発したい。 

添付資料 
活動実施後の状況写真（遠景、近景を交え活動箇所の概要がわかる写真を２枚以

上Ａ４の用紙に貼付） 

活動により活動箇所の状況に変化が生じた場合に限ります。 

活動前の写真と比較して状況の変化がわかるように配慮する。 
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Ⅱ 実施状況 

※１回の活動ごとに次頁の活動状況写真とセットで作成してください。 

申請時の活動番号 活動番号1 

活動年月日  平成21年７月２０日 

活動内容 第4回田んぼの学校開催準備 

実施方法 

8月３日に予定している第4回田んぼの学校参加者のとりまとめと保険の手続

きを実施。当日配付資料の作成と印刷。当日使用する道具の確認と不足する

道具の買い出し。 

活動範囲 事務所 

 

 ■作業人員 

※16 歳未満の者による作業は記入しない。休憩時間は作業時間から除く。別様式で提出する場合は、住

所や電話番号などの個人情報は削除すること。（Ｐ24 の図２も参照） 

 

作業時間 作業時間 
氏 名 

開始 終了 
休憩

時間 

実作業

時間 

氏 名 
開始 終了 

休憩

時間 

実作業

時間 

Ａ田Ａ男 9:00 16:00 1.0 6.0 Ｃ井Ｃ夫 9:00 16:00 1.0 6.0 

Ｙ田Ｙ吉 9:00 16:00 1.0 6.0 Ｏ岡Ｏ子 9:00 16:00 1.0 6.0 

Ｋ沢Ｋ人 9:00 16:00 1.0 6.0 Ｏ岡Ｆ夫 9:00 16:00 1.0 6.0 

Ｔ塚Ｔ一 9:00 16:00 1.0 6.0 Ｙ井Ｙ之 9:00 16:00 1.0 6.0 

Ｙ井Ｙ太 9:00 16:00 1.0 6.0 Ａ嶋Ａ子 9:00 16:00 1.0 6.0 

Ｈ 田Ｈ 雄 9:00 16:00 1.0 6.0 Ｓ山Ｎ男 9:00 16:00 1.0 6.0 

Ｍ丘Ｍ美 9:00 16:00 1.0 6.0      

Ｉ 田Ｉ 二 9:00 16:00 1.0 6.0      

Ｇ田Ｇ三 9:00 16:00 1.0 6.0      

Ｆ田Ｆ夫 9:00 16:00 1.0 6.0 合  計    96.0 

応募申請書の活動番号と一

致させる。 

申請書以外の活動を追加し

た場合は、申請書の最後の

活動番号に続けて番号を付

けて整理する。 
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■集合写真あるいは活動状況がわかる写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

（説明） 

集合写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集合写真あるいは活動状況がわかる写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

集合写真あるいは活動状況がわかる写真 

（説明） 

道具の確認と補修作業 

 

 

 

 

 

 

集合写真あるいは活動状況がわかる写真 

（説明） 

参加者のとりまとめ 
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Ⅲ-1 会計報告               ※実際の支出の記録に基づいて記入してください。 

■支出の部 

経費区分 金額 経費区分 金額 

旅費 15,000 円 使用料及び賃借料 24,000 円 

報償費 60,000 円 備品購入費 48,000 円 

補償費  賃金  

委託費 100,000 円 資材購入費 100,000 円 

需用費 160,852 円 機械賃料 98,000 円 

役務費 46,000 円  

助
成
対
象
活
動
に
要
す
る
経
費 

助成対象活動に要する経費  計   651,852   円（Ｂ） 

 

助成対象とならない経費   計    80,654   円 様式Ⅲ-2 の対象外の合計 

支出総額     732,506  円 ※様式Ⅲ-2（Ｃ）と同額 

■無償労務費 

様式Ⅲ-2 の作業時間の合計(a)  2,216   ×  667  円 ＝  1,478,072 円（Ａ） 

      ↑地域別最低賃金 

 

【助成金の決定】 

Ａ＜Ｂ／２の場合     →Ｂ／２＝          円 ＝（ｄ） 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

Ｂ／２≦Ａ≦Ｂの場合   → Ａ ＝               円 ＝（ｄ） 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

Ｂ＜Ａの場合       → Ｂ ＝   651,852    円 ＝（ｄ） 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

助成金額（上限金額）＝   565,500    円 

 助成金額（上限金額）≧（ｄ）の場合 →   （ｄ）           円＝（Ｄ） 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

 助成金額（上限金額）＜（ｄ）の場合 → 助成金額（上限金額）  565,500  円＝（Ｄ） 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

 

■収入の部 

 金額 内訳 

本事業による助成金 565,500 円  

自己資金 167,006 円 会費、参加費 

収入総額        732,506 円 ※様式Ⅲ-2（Ｃ）と同額 

本事業による活動について、国や地方自治体、他の機関・団体等からの助成等を受けた場合は、

助成金等の名称および金額を記入してください。 
 

名称      なし             金額         円 

交付決定で通知された金額 

（Ｄ） 

（Ｃ）－（Ｄ） 

様式Ⅲ-2 の経費区分と

金額の合計 

Ｐ８を参照して、活動地域に該当する都道府県の金額を記入 
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Ⅲ-2 会計報告（助成対象活動に要する作業時間、経費支出の記録）   (整理番号 1) 

 

実際の支出 

申請時の

活動番号 
活動年月日 

領収証 

の年月日 

作業 

時間 
内 容 

金 額 
（円） 

経費区分 
領収証 
番号 

1 H21.7.20 

 

H21.7.20 

H21.7.20 

H21.7.20 

H21.7.20 

20 

 

 

 

資料印刷 

保険加入 

タモ網 

胴長靴 

1,300 

12,600 

4,000 

30,000 

需用費 

役務費 

需用費 

需用費 

1 

2 

3 

4 

2 H21.８.３ H21.8.２ 

H21.8.３ 

H21.8.３ 

36 

 

 

お茶 

調査指導者謝金 

調査指導者旅費 

18,900 

20,000 

5,000 

需用費 

報償費 

旅費 

5 

6 

7 

3 H21.8.25 H21.8.25  フィールドスコ

ープ 

60,000 対象外 － 

（以下略）        

        

        

        

 

 

 

 

合 計（a） 2,216 合 計（Ｃ） 732,506  

 

 

活動回数に応じて、適宜

ページを追加する。 

応募申請書の活

動番号と一致さ

せる。 

申請書以外の活

動を追加した場

合は、申請書の最

後の活動番号に

続けて番号を付

け整理する(Ⅱ実

施状況と同様)。 
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領収証 

ＮＰＯ法人○○○○様 

￥ 12,600 円 

ただし、保険代(126 名)として 

 

       平成 21 年 7 月 20 日 

 

         ＮＮ保険会社 印 

１ ２ 

３ ４ 

 
領収証 

NPO 法人○○○○様 

￥4,000 円 

ただし、タモ網代(4 ヶ)として 

 

     平成 21 年７月 20 日 

 

ＮＮ釣具店 印 

 
領収証 

NPO 法人○○○○様 

￥30,000 円 

ただし、胴長靴(3 ヶ)として 

 

     平成 21 年７月 20 日 

 

ＮＮホームセンター 印 

 
領収証 

NPO 法人○○○○様 

￥20,000 円 

魚類調査指導にかかる謝礼 

 

     平成 21 年 8 月 3 日 

 

○○ ○○ 印 

５ 

 
領収証 

NPO 法人○○○○様 

￥5,000 円 

乗車区間 △△～□□ 

 

     平成 21 年 8 月 3 日 

 

ＪＲ東日本 ○○駅 印 

６ 

７ 

 
領収証 

NPO 法人○○○○様 

￥1,300 円 

ただし、資料印刷代(130 枚)として 

 

     平成 21 年 7 月 20 日 

 

ＮＮコンビニエンスストア 印 

 
領収証 

NPO 法人○○○○様 

￥18,900 円 

ただし、お茶代(126 本)として 

 

     平成 21 年 8 月２日 

 

ＮＮコンビニエンスストア 印 
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Ⅳ その他 

 

○本事業により助成を受けたことで貴団体の活動にどのような効果がありましたか。 

(例) 

 新たな財源確保により、活動の幅が広がり、さらに小学校および都市住民との交流を深めることがで

き、地域の活性化につながった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ＮＰＯ等の民間非営利団体が、農村地域において良好な景観形成の促進および自然環境の保全・再生

に取り組む際、当該団体に対し、行政、公益法人等からどのような支援が必要だと思いますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本事業（応募申請～助成金交付までの一連の手続き等）について、改善すべきと思われることがあれ

ばご記入ください。 

 

 

 

 

 

 
※なお、今年度が本事業の最終年度となりますので、取り組んでい

ただいた団体の皆様方に事業による効果等についてアンケートを

お願いする予定です。（後日送付予定）
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８．参考資料 
 

農村景観・自然環境保全再生パイロット事業審査基準 

  

 「農村景観・自然環境保全再生パイロット事業公募細則」の「２．助成の対象となる活

動等」の「（１）活動」、「（２）地域」、「（３）団体（事業実施主体）」の要件に合致した活

動かどうかを確認した上で、以下の評価事項について審査します。 

 

【評価事項】 

①活動の目標及び成果の見通しは適当か。 

②活動計画は、設定した目標を達成すべく適切に立てられているか。 

③活動計画は、実行可能なものであるか。 

④活動内容について、活動の場に関係する者の合意を得ているか。 

⑤活動は、対象地域の景観または自然環境を適切に把握し、悪影響がないよう計画さ

れているか。 

⑥経費の積算や収入の見通しは適当か。 

⑦業務委託、工事請負理由欄に記述されている内容は適切か。 

⑧特に評価すべき点 

 

評価事項の審査基準は次のとおりです。 

 

 

【要件】 

  

活動 

※農村特有の良好な景観形成の促進及び農村の豊
かな自然環境の保全・再生に資する活動 

公募細則２．助成の対象となる活動（１）活動

の中で表に整理している「具体的な事例」を参

考に、応募申請書「Ⅲ-1 活動計画（概要）」（「区

分」、「活動内容」等）にて確認 

地域 
※農業振興地域であって、①景観農業振興地域整
備計画の区域、または、②田園環境整備マスター
プランに基づき設定された環境創造区域又は環境
配慮区域である 

応募申請書「Ⅱ 活動実施地域」（添付図面）に

て確認 

団体 
※営利を目的としない団体で、①NPO法人、または、
②事業実施能力を有すると認められる団体 

応募申請書「Ⅰ 団体概要」（定款等）にて確認 
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【評価項目】  

項目 判定基準 

①活動の目標及び成果の見通しは適当か。 応募申請書「Ⅲ-1 活動計画（概要）」の項目「活

動の背景（活動実施地域についての現状・問題点

及び活動の必要性）」および「活動は地域住民の

啓発、地域農業や地域の活性化等に役立つか（成

果）」に記載されている内容が適切かつ妥当であ

ること。 

②活動計画は、設定した目標を達成すべく適切

に立てられているか。 

応募申請書「Ⅲ-1 活動計画（概要）」の項目「活

動の背景（活動実施地域についての現状・問題点

及び活動の必要性）」および「活動は地域住民の

啓発、地域農業や地域の活性化等に役立つか（成

果）」と、応募申請書「Ⅲ-2 活動計画（詳細）」

の項目「具体的な活動内容、実施方法」等に記載

されている内容を照合し、成果や効果を得るため

に妥当な計画が立てられていると認められるこ

と。 

③活動計画は、実行可能なものであるか。 応募申請書「Ⅲ-2 活動計画（詳細）」の項目「具

体的な活動内容、実施方法」等と、「Ⅰ 団体概要」

を照合し、計画されている活動が当該団体に無理

なく実施できると認められること。 

④活動内容について、活動の場に関係する者の

合意を得ているか。 

応募申請書「Ⅰ 団体概要」および「Ⅲ-1 活動計

画（概要）」の関係項目と、「活動計画について

の合意形成」を照合し、活動に必要な合意形成が

図られていると認められること。 

⑤活動は、対象地域の景観または自然環境を適

切に把握し、悪影響がないよう計画されている

か。 

応募申請書「Ⅲ-1 活動計画（概要）」の項目「活

動の背景（活動実施地域についての現状・問題点

および活動の必要性）」が論理明快に記されてい

ること。「Ⅲ-2 活動計画（詳細）」の項目「具体

的な活動内容、実施方法」等に記載されている内

容が景観または自然環境に悪影響を及ぼすもので

ないと認められること。なお、活動場所の現況写

真も参考とする。 

⑥経費の積算や収入の見通しは適当か。 応募申請書の経費にかかる一連の項目が齟齬なく

記載されていること。収入については、過去の財

務状況等を鑑み、妥当と認められる額を見込んで

いること。 

⑦業務委託、工事請負理由欄に記述されている

内容は適切か。 

 

応募申請書の「Ⅲ-1 活動計画（概要）」の業務委

託、工事請負理由欄に記述されている内容は、Ⅰ

団体概要、Ⅲ－２活動計画（詳細）の内容から鑑

みて、業務委託の場合は、団体で実施することが

困難又は委託した方が効率的であるといった点、

工事請負の場合は、直営施行が不可能であるとい

った点から適切と認められること。 

⑧特に評価すべき点 広範性、普及性、専門性、独創性、発展性 等 
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【応募及び問い合わせ先】 
 
◆応募申請書の提出先は、以下のとおりです。 

社団法人農村環境整備センター 
 住 所：東京都中央区日本橋大伝馬町11-8 フジスタービル2F 

     電 話：03-5645-3671 
     ＦＡＸ：03-5645-3675  

◆本事業に関する問い合わせ先は、以下のとおりです。 
東 北 農 政 局  地域整備課  電話(代)022-263-1111（内線：4169） 
関 東 農 政 局  地域整備課  電話(代)048-600-0600（内線：3543） 
北 陸 農 政 局  地域整備課  電話(代)076-263-2161（内線：3575） 
東 海 農 政 局  地域整備課  電話(代)052-201-7271（内線：2664） 
近 畿 農 政 局  地域整備課  電話(代)075-451-9161（内線：2555） 
中 国 四 国 農 政 局  地域整備課  電話(代)086-224-4511（内線：2674） 
九 州 農 政 局  地域整備課  電話(代)096-353-3561（内線：4675） 
内閣府沖縄総合事務局  土地改良課  電話(代)098-866-0031（内線：83348） 
農林水産省農村振興局  農地資源課 電話(代)03-3502-8111（内線：5493） 
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９．様式等 
  

（１）応募申請書 

    （記入例はＰ13～20を参照してください。） 

 

（２）活動結果報告書 

    （記入例はＰ28～35を参照してください。） 

 

応募申請書および活動結果報告書は、 

http://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/hozen_saisei/index.html あるいは、

http://www.acres.or.jp/Acres/nouson_saisei/index.htm からファイルをダ

ウンロードすることもできます。 
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農村景観・自然環境保全再生パイロット事業 

応募申請書 

平成   年   月   日 

 殿 

（（社）農村環境整備センター理事長 経由） 

住所 

団体名 

代表者名            印 

 

 

 

 「農村景観・自然環境保全再生パイロット事業」について、別紙のとおり活動を実施しますので、

応募申請書を提出いたします。 

 

 

 

 

【本件担当者】 

ふりがな 

氏 名 

 

自宅・職場の別  自宅 ・ 職場  ←○をつける 

※自宅の場合は、連絡のとれる時間帯を記入してください。 

→     時～     時 

※職場の場合は、住所欄（↓）に職場の名称・所属部課まで記入してください。 

住 所 〒 

 

 

 

電 話  

 

ＦＡＸ  

 

E-mail  

連絡先 
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Ⅰ 団体概要 

ふりがな 
団体名 

 

 

 

代表者 

役職・氏名 
 設立年月    年   月 

主たる事務所 

の所在地 

〒 

 

 

電話：          FAX：       E-mail： 

沿革・概要 

 

 

 

 

 

 

団体のＨＰ 

アドレス 
 

ａ．NPO 法人 ｂ．ａ以外の団体 

団体種別 

および 

構成員 

構成員            名 

＜構成員の特徴＞ 

 
 
 
 
 
 
 

・任意団体 

・法人 

↑あてはまる方に○をつける 

構成員          名 

 

＜構成員の特徴＞ 

 
 
 
 
 
 

 

 平成 21 年度（見込み） 平成 20 年度 平成 19 年度 

総 収 入    

総 支 出    
財政状況 

当期損益    

添付資料 

(1)定款又は規約 

(2)事業報告書（H19,20 年度分＋H21 年度分の計画書） 

(3)収支計算書（H19,20 年度分＋H21 年度分の予算書） 

(4)組織図 

(5)役員名簿  ※任意団体の場合は「構成員名簿」 

(6)設立趣意書 ※NPO 法人の場合のみ 

(7)設立認証通知書（写し） ※NPO 法人の場合のみ 
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Ⅱ 活動実施地域 

都道府県名 市町村名 字名（できるだけ詳細に） 

地 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．景観農業振興地域整備計画に定められた区域である 

    

→ 策定年月     年     月 

    

  都道府県又は市町村の担当課（計画主体） 

 

             都・道・府・県 

         市・町・村         課 

 

 

本事業に 

該当する 

要 件 

ｂ．田園環境整備マスタープランに基づき設定された 

・環境創造区域 

・環境配慮区域 

 

 

 

※農村環境計画をもって、田園環境整備マスタープランとみなす場合は、以下の

「マスタープラン」を当該計画にあてはまるよう読み替えてください。 

 

→ マスタープラン作成年月     年     月 

 

→ 市町村の担当課 

 

              都・道・府・県 

          市・町・村          課 

 

 

添付資料 

(1) 本事業の対象となる区域が確認できる図面（景観農業振興地域整備計画区域

図又は田園環境整備マスタープラン整備構想図等）に主な活動実施地域を記

した図面 

(2) 活動実施地域の現況写真（遠景、近景を交え活動箇所の概要がわかる写真を

２枚以上Ａ４の用紙に貼付） 

 

該当するものに○印 

該当するものに○印 

該当するものに○印 
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Ⅲ-1 活動計画（概要）                   

※団体としてのすべての活動ではなく、今回応募申請する活動についてのみご記入ください。 

区 分 

 
 
 
 
 
 

活動内容 

 
 
 
 
 
 

活動名 

 

 

 

活動の概要 

※今回応募申請する活動と特にかかわりの深い活動をされる場合は、その概要を、国から助成

を受ける場合はそのことについても記入してください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

活動の背景 

 

活動実施地域に 

ついての現状・問題点 

および活動の必要性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※当該活動に関連する協定や条例があれば添付してください。 

活動は地域住民 

の啓発、地域農業 

や地域の活性化等 

に役立つか 

（成果） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

活動への参加者 

 
 
 

業務委託、 

工事請負理由 
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Ⅲ-1 活動計画（概要） 

※団体としてのすべての活動ではなく、今回応募申請する活動についてのみご記入ください。 

有識者との連携 

ａ．当該分野の学識経験者（研究者、学芸員、教員 等） 

ｂ．地域ならではの貴重な知見を有する者（古老、農家、水管理者 等） 

ｃ．当該分野の行政担当者 

ｄ．その他 

 

 

活動計画についての 

合意形成 

■活動計画について、「活動の場に関係する者」（所有者、管理者、周辺住民等）

にどのような方法で周知し、合意形成をはかっているか。 

  

ａ．関係者すべてに説明し、合意を得た 

ｂ．各機関の代表者には合意を得て、その他の者には周知した 

ｃ．文書又は口頭で活動を実施する旨、周知した 

ｄ．その他 

 
 
 

成果をまとめる予定 

・ある 

→どのようにまとめるか 

                                     

                                    

・ない 

成果を普及する予定 

・ある 

→どのように普及するか 

                                    

                                    

・ない 

活動の継続性・ 

発展性 

■これまでの活動 

※今回応募申請する活動に関連してこれまでの実績があればどのような活動を行ってきてい

るか記入してください。特に、これまでに、農村景観・自然環境保全再生パイロット事業によ

り実施した活動がある場合は、その活動の内容を記入してください。 

 
 
 
 
 

■今後の予定 

※今回応募申請する活動について、今後発展、充実させていく予定や、地域としての将来目

標があれば記入してください。 
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Ⅲ-2 活動計画（詳細）                                         （整理番号）  

※団体としてのすべての活動ではなく、今回応募申請する活動についてのみご記入ください。 

活動回数 回 
参加人数 

延べ数 
名 活動範囲 

 

 

無償労務 経 費 
活動
番号 

年月 具体的な活動内容、実施方法 
人数 
(ア) 

時間 
(イ) 

作業のべ時間
(ｳ)=(ｱ)×(ｲ) 

内容 単価 数量 金額 経費区分 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

合計     (a)    （Ｃ） 

 

 

 ※無償労務、助成対象活動に要する経費、助成対象外経費もすべて記入してください。 
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Ⅲ-3 活動計画（費用）                   

■支出の部 

経費区分 金額 経費区分 金額 

旅費  使用料及び賃借料  

報償費  備品購入費  

補償費  賃金  

委託費  資材購入費  

需用費  機械賃料  

役務費   

助
成
対
象
活
動
に
要
す
る
経
費 

助成対象活動に要する経費  計         円（Ｂ） 

 

助成対象とならない経費   計         円 

支出総額           円 ※様式Ⅲ－2（Ｃ）と同額 

■無償労務費 

 

様式Ⅲ-2 作業のべ時間の合計(a)      ×       円 ＝         円（Ａ） 

↑地域別最低賃金 

 

【助成金（上限金額）】 
 

Ａ＜Ｂ／２の場合     →Ｂ／２＝          円 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

 

Ｂ／２≦Ａ≦Ｂの場合   → Ａ ＝               円 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

 

Ｂ＜Ａの場合       → Ｂ ＝          円 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

 

■収入の部 

 金額 内訳 

本事業による助成金   

自己資金   

収入総額              円 ※様式Ⅲ－2（Ｃ）と同額 

応募申請する活動について、国や地方自治体、他の機関・団体等からの助成等を受けることと

なる場合は、助成金等の名称および金額を記入してください。 

 

名称                     金額         円 
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農村景観・自然環境保全再生パイロット事業 

活動結果報告書 

平成   年   月   日 

 殿 

（（社）農村環境整備センター理事長 経由） 

住所 

団体名 

代表者名            印 

 

 

 

 「農村景観・自然環境保全再生パイロット事業」について、別紙のとおり活動を実施しましたので、

活動結果報告書を提出いたします。 

 

 

 

 

【本件担当者】 

ふりがな 

氏 名 

 

自宅・職場の別  自宅 ・ 職場  ←○をつける 

※自宅の場合は、連絡のとれる時間帯を記入してください。 

→     時～     時 

※職場の場合は、住所欄（↓）に職場の名称・所属部課まで記入してください。 

住 所 〒 

 

 

 

電 話  

 

ＦＡＸ  

 

E-mail  

連絡先 
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Ⅰ 活動結果（自己評価）                          

区 分 
 

活動内容 
 

活動名 
 

 

計画の妥当性 
（応募申請時の計画 

通りに実施できたか

どうか、変更、追加、

取りやめがあった場
合はその理由等） 

 

 

活動の成果 
（応募申請時に 

想定した活動の 

成果に対し、 

実際の成果は 

どうであったか） 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果の普及等 

 

 

 

 

 

※活動成果をとりまとめた冊子等があれば添付してください。   

反省点および 

改善策 

 

 

 

 

 

課題および 

今後の展望 

 

 

 

添付資料 
活動実施後の状況写真（遠景、近景を交え活動箇所の概要がわかる写真を２枚以

上Ａ４の用紙に貼付） 
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Ⅱ 実施状況 

※１回の活動ごとに次頁の活動状況写真とセットで作成してください。 

申請時の 

活動番号 
 

活動年月日  平成  年  月  日 

活動内容  

実施方法 

 

活動範囲  

 

 ■作業人員 

 ※16 歳未満の者による作業は記入しない。休憩時間は作業時間から除く。別様式で提出する場合は、

住所や電話番号などの個人情報は削除すること。 

作業時間 作業時間 

氏 名 
開始 終了 

休憩 

時間 

実作業 

時間 

氏 名 
開始 終了 

休憩

時間 

実作業

時間 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

     合  計     
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 ■集合写真あるいは活動状況がわかる写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集合写真あるいは活動状況がわかる写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

集合写真あるいは活動状況がわかる写真 

（説明） 

 

 

 

 

 

 

 

集合写真あるいは活動状況がわかる写真 

（説明） 

 

（説明） 
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Ⅲ-1 会計報告               ※実際の支出の記録に基づいて記入してください。 

■支出の部 

経費区分 金額 経費区分 金額 

旅費  使用料及び賃借料  

報償費  備品購入費  

補償費  賃金  

委託費  資材購入費  

需用費  機械賃料  

役務費   

助
成
対
象
活
動
に
要
す
る
経
費 

助成対象活動に要する経費  計             円（Ｂ） 

 

助成対象とならない経費   計             円 

支出総額              円 ※様式Ⅲ-2（Ｃ）と同額 

■無償労務費 

様式Ⅲ-2 の作業時間の合計(a)         ×       円 ＝             円（Ａ） 

↑地域別最低賃金 

 

【助成金の決定】 

Ａ＜Ｂ／２の場合     →Ｂ／２＝          円 ＝（ｄ） 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

Ｂ／２≦Ａ≦Ｂの場合   → Ａ ＝               円 ＝（ｄ） 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

Ｂ＜Ａの場合       → Ｂ ＝           円 ＝（ｄ） 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

助成金額（上限金額）＝              円 

 助成金額（上限金額）≧（ｄ）の場合 →   （ｄ）           円＝（Ｄ） 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

 助成金額（上限金額）＜（ｄ）の場合 → 助成金（上限金額）        円＝（Ｄ） 
↑150万円以上となる場合、150万円と記入 

 

■収入の部 

 金額 内訳 

本事業による助成金   

自己資金   

収入総額            円 ※様式Ⅲ-2（Ｃ）と同額 

本事業による活動について、国や地方自治体、他の機関・団体等からの助成等を受けた場合は、

助成金等の名称および金額を記入してください。 
 

名称                     金額         円 
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Ⅲ-2 会計報告（助成対象活動に要する作業時間、経費支出の記録）   (整理番号 ) 

 

実際の支出 

申請時の

活動番号 
活動年月日 

領収証 

の年月日 

作業 

時間 
内 容 

金 額 
（円） 

経費区分 
領収証 
番号 

    

 

 

 

    

        

        

        

        

        

        

 

 

 

 

合 計（a）  合 計（Ｃ）   
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Ⅳ その他 

 

○本事業により助成を受けたことで貴団体の活動にどのような効果がありましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ＮＰＯ等の民間非営利団体が、農村地域において良好な景観形成の促進および自然環境の保全・再生

に取り組む際、当該団体に対し、行政、公益法人等からどのような支援が必要だと思いますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本事業（応募申請～助成金交付までの一連の手続き等）について、改善すべきと思われることがあれ

ばご記入ください。 

 

 

 

 

※なお、今年度が本事業の最終年度となりますので、取り組んでい

ただいた団体の皆様方に事業による効果等についてアンケートを

お願いする予定です。（後日送付予定） 


